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本科目は，応用クラス１名，基礎クラス 1 名の 2 名の教員（非常勤講師）が担当している。いずれ
の教員も，芸術系大学などで視覚表現の専門教育を受け，実務経験も有している。 
授業時間は大きく 3 つに分けている。冒頭約 10 分では前回の授業で学習した基礎技術や基礎知識































左：表紙 中：目次 右：パッケージデザインのページ 
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  Photoshopによる写真の補正，回転，トリミングなどの加工  
 地図の作成（Google Mapからのデフォルメ） 





課題 6 ポートフォリオ制作 






























































































確認するために，2018 年度 1 年次後期「デジタル表現」（映像制作）の受講者にアンケートを実施し
た。実施方法はスマートフォンを利用しての回答となっており，実施対象者 77 名，回答完了者 77
名となった。なお「デジタル表現」の履修可能な対象者は 128 名（学科 1 年生）だが，実際の履修







































































図 14 インターネット接続機器の利用率 ［内閣府 平成29年度 青少年のインターネット利用環境実態調査］ 
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 ５. 学生を取り巻く環境 
学生を指導するにあたり，学生の育った時代背景，環境，文化を理解しておくことは重要である。
ここで 2018年度入学生を取り巻くデジタルメディアの流れをみておきたい。 
2018 年の入学生は主に，日本におけるマルディメディア元年とされる 1994 年から 5 年が経過し
た 1999 年，2000 年生まれである。総務省による「通信利用動向調査」における情報通信機器の保
有状況の推移のデータでは，2000 年時点での世帯におけるパソコンの所有率は 50.5％となっている。
幼い子どものいる世帯では，もう少し高い数値であると考えられる。 
また，音楽業界に革命を起こした Apple iPod の登場は 2001 年，2003 年は iTunes Store がサービ
スを開始し，音楽のダウンロード購入が一気に加速した。2004 年には 2 画面，タッチスクリーン，
音声認識，Wi-Fi接続機能などを盛り込んだモバイルゲーム機 Nintendo DSが発売されている。内閣
府による「消費動向調査」における主要耐久消費財などの普及・保有状況の推移のデータでは，小学
1 年生である 2006 年には，デジタルカメラの普及率は 53.7%となっている（2013 年に 77.0％まで達
したが，その後下降し，2018 年時点 68.2％）。2007 年には YouTube の日本語版やニコニコ動画がサ
ービスを開始し，これまでとは異なる映像体験が可能になった。小学 3 年生である 2008 年には
iPhone が登場している。学生本人が当時 iPhone を所持しないにしても，親の利用によって身近なも
のであったといえるだろう。なお，LINE は，小学 6 年生である 2011 年にサービスを開始している。
通信キャリアの SMSアプリや LINEにより， Eメールの利用経験が乏しいのも，この世代の特徴と
いえる。事実，2018 年にはメールアドレスの概念を持ち合わせていない入学生が確認された。なお，
この LINE 開始の 2011 年は地上デジタル波放送の開始年でもあり，地上波放送の解像度とアスペク
ト比が変わり，映像体験の変化としては重要な転換期といえる。 
内閣府による「青少年のインターネット利用環境実態調査」によると，スマートフォンの普及率に














開講期変更：学科では１年次前期中に OS 操作や，Word，Excel などの習得が必須であると考え，
それらの習得を目的とした科目「オフィスツールの基礎」を開講している。しかし 2018 年前期を終
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